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 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する業者又はこれに準ずるものとして、
当機構発注業務等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書に掲げる企業の業務実績を有す
ること。また、履行経験、実務経験、資格を
もった管理技術者を本業務に従事できるこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び当該入札に関する問い合わせ先
〒3380812 埼玉県さいたま市桜区大字神
田936番地 独立行政法人水資源機構総合技
術センター マネージメントグループ 古賀
電話：0488531785 ＦＡＸ：048

8531787
 入札説明書の交付場所及び交付方法
 別途指定するアドレスからのダウンロー
ドによる。詳細については、上記３まで
問い合わせをすること。
 郵送による交付は、郵送料を別に必要と
する。

 入札書の受領期限 令和４年３月11日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和４年３月29日11
時00分 独立行政法人水資源機構総合技術セ
ンター 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
この競争に参加を希望する者は、封印した
入札書のほかに２の競争参加資格を有する
ことを証明する書類とともに、本公告３の
入札書の受領期限までに提出しなければなら
ない。また、開札日の前日までの間において
当機構から当該書類に関し説明を求められた
場合にはそれに応じなければならない。
 技術審査 当機構において技術審査を行
い、当該業務の遂行が可能と認められる者で
なければ有資格者と認めない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格を有しない者のした入札及び入札の
条件に違反した入札は無効とする。

 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法
 予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った者を落札者とす
る。
 落札者により当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められ
るとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すおそれがあって
著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内の価格をもって申
し込みをした他の者のうち、最低の価格を
もって申込をした者を落札者とする。

 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書等による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和４年１月 21 日

独立行政法人都市再生機構
東日本賃貸住宅本部
本部長 田島 満信

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 58
 購入等件名及び数量 団地再生事業に伴う
従前居住者の住居移転に係る引越業務（埼玉
県内Ｅ団地） 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和４年４月１日から令和５年
５月31日まで
 履行場所 埼玉県内Ｅ団地（入札説明書に
記載）及び当機構が指定する場所
 入札方法 １件あたりの単価に想定数量を
乗じた総価で行う。なお、想定数量は現時点
において想定したものであり、発注数量を確
約するものではない。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の100分の10に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てた金
額）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった契約希望金額
の110分の100に相当する金額を入札書に記載
すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95
号）第331条及び第332条の規定に該当する者
でないこと。

 独立行政法人都市再生機構東日本地区にお
ける令和３・４年度物品購入等の契約に係る
競争参加資格審査において「役務提供」の資
格を有すると認定された者であること。
上記資格の申請の時期及び場所は、「競争参
加者の資格に関する公示」（平成30年10月１日
付独立行政法人都市再生機構理事公示）によ
る。
※「全省統一資格」は当機構の競争参加資格
とは関係ないため注意すること。

 申請書の受領期限の日から開札の時までの
期間に、独立行政法人都市再生機構から本業
務の実施場所を含む区域を措置対象区域とす
る指名停止を受けていないこと。
 貨物自動車運送事業法の一般貨物自動車運
送事業に係る許可を得ていること。
 集合住宅の入居及び退去に係る引越業務を
取り扱った実績があること。
 本業務に関し、迅速なアフターサービスの
体制が整備されていることを証明した者であ
ること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者又はこれに準ずる者でないこと。

３ 入札手続等
 入札説明書及び仕様書の交付方法
 交付期間 令和４年１月21日から令和４
年３月16日までの間に独立行政法人都市再
生機構ホームページからダウンロードする
こと。ただし仕様書については、令和４年
１月21日から令和４年２月７日までの土
曜、日曜、祝日を除く毎日午前10時から午
後５時まで（ただし、正午から午後１時を
除く）の間に下記で手渡しにて交付する。
 交付場所 〒1631382 東京都新宿区西
新宿六丁目５番１号 新宿アイランドタ
ワー19階 独立行政法人都市再生機構 東
日本賃貸住宅本部ストック事業推進部 事
業企画課 電話0353232839

 競争参加資格確認申請書及び資料の提出期
限、場所及び方法
 提出期間 令和４年１月21日から令和４
年２月７日までの土曜日、日曜日、祝日を
除く毎日午前10時から午後５時まで。（ただ
し、正午から午後１時を除く）

５ Summary

 Contracting Entity : Youichi Takahashi,

Executive Vice Director, General, Japan

Water Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 29

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Telecommunication equipment

maintenance 1 set

 Service period : From the day following

the contaract to 20 March, 2023

 Service place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 have the qualification to participate of

provision of service on Building mainte‑

nance, Air conditioning and heating

equipment maintenance, or Electric Com‑

munication equipment maintenance and

category of Telecommunication equip‑

ment, automatic control equipment or

monitoring equipment for participating

in tenders Japan Water Agency (in the

fiscal year 2021, 2022, 2023 and 2024).

 not correspond to the requirements for

disqualification.

 Time limit of tender : 17 : 00 11 March,

2022

 Contact point for the notice : Yoshifumi

Koga Procurement Design Division, Gener‑

al Enginearing Affairs Department, Japan

Water Agency on, 936, jinde, sakura‑Ward,

SaitamaCity, Saitama Prefecture, 338
0812, Japan. TEL 0488531785, FAX
0488531787
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